
（２）性質別経費 義務的経費、投資的経費が増加 

その他の経費が減少 

○義務的経費  １，９４０億９４百万円（対前年度比 ＋８２億４８百万円： ＋４．４％） 

人件費の増加（＋８０億３１百万円） 

扶助費の減少（▲ ３億 ７百万円） 

公債費の増加（＋ ５億２４百万円） 

○投資的経費    ７１２億 １百万円（対前年度比 ＋６７億 ８百万円：＋１０．４％） 

普通建設補助事業費（＋ ３億６５百万円） 

普通建設単独事業費（＋５１億３０百万円） 

国直轄事業負担金 （＋１０億 ３百万円） 

○その他の経費 ２，３７０億３０百万円（対前年度比 ▲７１億１９百万円： ▲２．９％） 

物件費の減少 （▲２５億９８百万円） 

補助費等の減少（▲６８億７５百万円） 

    積立金の増加 （＋４０億２１百万円） 

     

    

 

 

義務的経費：法令や性質上、支出が義務付けられており裁量的に減額できない経費で、人件費、扶助費、公債費

があります。公債費は、借り入れた県債の返済額です。義務的経費の割合は、財政の弾力性を示し、

その比率が高いほど財政が硬直化していることを意味します。 

投資的経費：道路等の基盤整備、公共施設の建設、災害復旧費等にあてられるもので、支出効果が長期間に及ぶ

ものです。 

   （単位:千円）
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194,093,512 38.6 185,845,550 37.6 195,020,040 45.1 104.4 99.5

 123,408,336 24.5 115,377,179 23.3 124,942,661 28.9 107.0 98.8

退職手当を除く人件費 112,821,851 22.4 109,672,696 22.1 113,833,556 26.3 102.9 99.1

退 職 手 当 10,586,485 2.1 5,704,483 1.2 11,109,105 2.6 185.6 95.3

 10,052,603 2.0 10,359,809 2.1 8,588,513 2.0 97.0 117.0

 60,632,573 12.1 60,108,562 12.2 61,488,866 14.2 100.9 98.6

71,201,419 14.2 64,493,185 13.0 52,417,780 12.1 110.4 135.8

 70,957,317 14.2 64,286,142 13.0 51,599,567 11.9 110.4 137.5

 補 助 事 業 費 37,486,138 7.5 37,120,975 7.5 22,476,111 5.2 101.0 166.8

 単 独 事 業 費 29,124,404 5.8 23,994,197 4.8 25,516,969 5.9 121.4 114.1

 国 直 轄 事 業 負 担 金 3,907,070 0.8 2,904,172 0.6 3,274,564 0.7 134.5 119.3

 受 託 事 業 費 439,705 0.1 266,798 0.1 331,923 0.1 164.8 132.5

 244,102 0.0 207,043 0.0 818,213 0.2 117.9 29.8

237,029,549 47.2 244,148,649 49.4 185,668,194 42.8 97.1 127.7

18,840,142 3.8 21,438,326 4.3 20,763,858 4.8 87.9 90.7

7,053,635 1.4 7,551,184 1.5 9,206,266 2.1 93.4 76.6

150,319,055 29.9 157,194,386 31.8 103,803,583 24.0 95.6 144.8

16,697,326 3.3 12,676,502 2.6 9,191,664 2.1 131.7 181.7

500 0.0 0 0.0 22,129 0.0 皆増 2.3

37,620,488 7.5 38,514,369 7.8 39,495,279 9.1 97.7 95.3

6,498,403 1.3 6,773,882 1.4 3,185,415 0.7 95.9 204.0

502,324,480 100.0 494,487,384 100.0 433,106,014 100.0 101.6 116.0

６ 年 度 決 算 見 込 額 ５ 年 度 決 算 額
対 年 度 比26 年 度 決 算 額

（ 10 年 前 ）
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貸 付 金

繰 出 金



性質別経費の状況

人件費

24.5% (23.3)

扶助費2.0% (2.1)

公債費

12.1% (12.2）

補助事業

7.5% (7.5)

単独事業

5.8% (4.8)

その他0.9% (0.7)

補助費等

29.9% (31.8)

貸付金

7.5% (7.8)

その他

9.8% (9.8)
義務的経費

38.6% (37.6)

投資的経費

14.2% (13.0)

その他の経費

47.2% (49.4)

歳出総額

5,023億24百万円
(⑤4,944億87百万円）
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